土地賃貸借契約書
（新規契約用・建物所有を目的とする普通借地権）
貸主＿＿＿＿＿＿＿＿（以下「甲」という。）と借主＿＿＿＿＿＿＿＿（以下「乙」という。）は、甲が所有する末尾記載の土地（以下「本件土地」という。）について、次のとおり土地賃貸借契約（以下「本契約」という。）を締結する。
第1条（目的）
1　甲は、乙が次条に定める建物を所有することを目的として、本件土地を乙に賃貸し、乙はこれを賃借する。
2　本契約により乙が取得する権利は、借地借家法に定める借地権（普通借地権）とする。
第2条（建物）
乙が本件土地上に所有する建物（以下「本件建物」という。）は、次のとおりとする。
種類：＿＿＿＿（例：居宅）　構造：＿＿＿＿（例：木造）　階数：＿＿階建て
第3条（期間）
本契約の期間は、令和　　年　　月　　日から令和　　年　　月　　日までの30年間とする。
※借地借家法により、期間は30年以上で定める必要があります（30年より短い期間を定めても30年となります）。
第4条（更新）
1　期間が満了する場合において、本件建物があるときは、乙は本契約の更新を請求することができる。この場合、甲が遅滞なく正当の事由がある異議を述べないときは、本契約は従前と同一の条件で更新されたものとみなす。
2　更新後の期間は、最初の更新では20年、2回目以降の更新では10年とする。ただし、甲乙の合意によりこれより長い期間を定めることができる。
3　更新料の支払いについては、第20条の特約に定めるところによる。
第5条（地代）
1　地代は月額金＿＿＿＿＿＿円とする。
2　乙は、毎月末日までに翌月分の地代を、甲の指定する銀行口座に振り込んで支払う。振込手数料は乙の負担とする。
3　1か月に満たない期間の地代は、日割りで計算する。
第6条（地代の改定）
土地に対する租税その他の公課の増減、土地の価格の上昇もしくは低下その他の経済事情の変動、または近傍類似の土地の地代との比較により地代が不相当となったときは、甲または乙は、将来に向かって地代の増減を請求することができる。この場合、甲乙協議のうえ改定後の地代を定める。
第7条（敷金）
1　乙は、本契約にもとづく債務を担保するため、敷金として金＿＿＿＿＿＿円を甲に預け入れる。
2　敷金には利息を付さない。
3　甲は、本契約が終了し、乙が本件土地を明け渡したときは、乙の甲に対する未払債務を差し引いた残額を乙に返還する。
4　乙は、本件土地を明け渡すまでの間、敷金をもって地代その他の債務と相殺することができない。
第8条（建物の登記）
乙は、本件建物を乙の名義で登記する。
第9条（増改築・再築）
乙は、甲の書面による承諾を得ないで、本件建物の増築・改築・再築をし、または第2条に定める建物の種類・構造・用途を変更してはならない。
※承諾料の目安や、承諾が得られない場合の裁判所の許可（借地非訟）については、別途ご確認ください。
第10条（借地権の譲渡・転貸）
乙は、甲の書面による承諾を得ないで、借地権を第三者に譲渡し、または本件土地を転貸してはならない。本件建物を第三者に譲渡する場合も同様とする。
第11条（遵守事項）
1　乙は、本件土地を善良な管理者の注意をもって使用し、法令を守り、近隣に迷惑を及ぼす行為をしてはならない。
2　乙は、本件土地に危険物や悪臭・騒音の原因となる物を置いてはならない。
第12条（公租公課）
本件土地の固定資産税・都市計画税は甲が負担し、本件建物の公租公課は乙が負担する。
第13条（契約の解除）
甲は、乙が次のいずれかに該当し、甲乙間の信頼関係が損なわれたと認められるときは、相当の期間を定めて催告のうえ、本契約を解除することができる。
(1)　地代の支払いを3か月分以上怠ったとき
(2)　第9条または第10条に違反したとき
(3)　その他本契約の条項に違反したとき
第14条（明渡し・原状回復）
1　本契約が終了したときは、乙は、本件建物その他の工作物を自己の費用で収去し、本件土地を原状に復して甲に明け渡す。
2　前項にかかわらず、期間の満了により本契約が更新されずに終了したときは、乙は、借地借家法の定めにより、甲に対し本件建物を時価で買い取るよう請求することができる。
第15条（相続）
乙が死亡したときは、乙の相続人が本契約上の乙の地位を承継する。
第16条（通知義務）
甲または乙は、住所・氏名・連絡先を変更したときは、速やかに相手方に書面で通知する。
第17条（反社会的勢力の排除）
1　甲および乙は、自らが暴力団、暴力団員その他の反社会的勢力に該当しないこと、および将来にわたっても該当しないことを相手方に確約する。
2　甲または乙は、相手方が前項に違反したときは、催告をしないで本契約を解除することができる。
第18条（合意管轄）
本契約に関する紛争については、本件土地の所在地を管轄する裁判所を第一審の管轄裁判所とする。
第19条（協議）
本契約に定めのない事項または本契約の解釈について疑義が生じたときは、借地借家法、民法その他の法令に従い、甲乙誠意をもって協議のうえ解決する。
第20条（特約事項）
＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿
＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿
※更新料・建替え承諾料などの取り決めがある場合は、ここに記載してください（例：「更新の際、乙は甲に更新料として金＿＿円を支払う。」）。
本契約の成立を証するため本書2通を作成し、甲乙記名押印のうえ、各1通を保有する。
令和　　年　　月　　日
甲（貸主）
住所　＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿
氏名　＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿　　　印
乙（借主）
住所　＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿
氏名　＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿　　　印
物件の表示（本件土地）
	所在
	東京都○○区○○町○丁目

	地番
	○○番○

	地目
	宅地

	地積
	○○○.○○㎡（うち賃貸部分 ○○.○○㎡　別紙図面のとおり）




このひな形をご利用になる前に
・このひな形は、借主が建物を建てて所有する目的で新しく土地を貸す「普通借地権」の一般的な例です。既存の借地の更新・書き換えには「更新・書き換え用」、平成4年7月31日以前からの借地には「旧法の借地権の更新・書き換え用」のひな形を使ってください。実際の事情に合わせて、各条項を追加・修正してご利用ください。
・建物所有目的の土地の賃貸借には借地借家法が適用されます。期間を30年未満にする、正当事由なしに更新を拒めるようにするなど、借主に不利な特約は無効になります（借地借家法9条など）。
・期間満了で確実に土地を返してもらいたい場合は、「定期借地権」（期間50年以上・書面で契約など）の契約書を使います。このひな形は定期借地権には使えません。
・駐車場や資材置き場など、建物を建てない目的で土地を貸す場合は借地借家法が適用されないため、このひな形ではなく別の契約書を使ってください。
・土地の賃貸借契約書は印紙税の課税文書です。権利金など後日返還されない金額が契約金額となり、その記載がない場合は200円の収入印紙が必要です。地代や敷金は契約金額に含まれません。
・地代の水準、権利金・更新料・承諾料の有無などは地域の慣行で異なります。重要な契約は、弁護士・司法書士・不動産会社などの専門家に内容を確認してもらうと安心です。
借地権相談所（株式会社マーキュリー）
